
（4）在留資格等に関する要件（日本国籍でない場合）
　外国籍の人は、在留資格等によっては申込みができない場合があります。

　申込みを行う際は、「在留資格」及び「在留期限（在留期間の満了日）」を申告し、支給対象となる在留資格

であることの証明書を学校へ提出する必要があります（※１）。

国　籍

⇒

在 留 資 格 等（※２）

⇒

提 出 書 類

日本国以外

法定特別永住者（※３）

・「在留カード」（コピー）

・「特別永住者証明書」（コピー）

・「住民票の写し」（原本）

　等、在留資格・在留期間が明記（※１）されている

もの（いずれか１点）

上記の書類に加えて、

・「出入国記録の写し」（原本）（※6）

永住者

日本人の配偶者等

永住者の配偶者等

定住者（※４）

上記以外（「留学」等） ⇒

⇒

支給の対象となりません（※7）

家族滞在（※5）

（※１）　申込日時点で在留期間が経過している場合でも申込みはできますが、在留期間の延長が認められたことを証

明する書類の提出が必要です。在留期間の延長が確認できるまで、給付奨学金の選考・採用は保留（一定期間

経過後は不採用）となります。

　　　　なお、法定特別永住者又は永住者は、提出書類に在留期間が記載されている必要はありません。

（※２）　在留資格は「出入国管理及び難民認定法」（昭和26年政令第319号）によるものです。

（※３）　法定特別永住者は、「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」

（平成３年法律第71号）によるものです。

（※４）　「定住者」について、将来永住する意思のない人は、支給対象となりません。

（※５）　「家族滞在」は、「日本の小学校等、中学校等及び高等学校等を卒業（修了）していること」又は、「小学

校等を卒業する年齢の前に日本に入国したことがあり、日本の中学校等及び高等学校等を卒業していること」

のいずれかに該当し、かつ、日本に定着して就労する意思がある者に限ります。

（※６）

（※７）

　ここでいう「出入国記録」は、小学校を卒業する年齢の前に日本に入国したことを証明する書類として、申

込者が出入国在留管理庁に開示請求を行い、取得した記録をいいます。

　　申込資格のない在留資格の者が「永住者」「定住者」への在留資格変更許可申請中の場合は、奨学金の支給

を受けることができません。

〇〇〇〇

3年

（参考）スカラネット入力下書き用紙への記入箇所　

2020年10月01日2020年10月01日
2024年10月01日まで有効

2024年10月01日

就労制限なし

定住者

「在留資格」欄から
選択してください。  

「在留期間（満了日）」欄に

西暦年月日を記入してくだ

さい。
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